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２０２４春季労使交渉スタート

１．春季労使交渉に向けての方針　労使の対比

　 1月24日、経団連は、連合や産業別労働組合を招いた「第127回経団連労使フォーラム」を開催し、2024年の春
季労使交渉が事実上スタートした。そこで、労使の主張のポイントと産業別労働組合の主張をまとめた。

【すべての労働組合における要求内容】
○「底上げ」「底支え」「格差是正」の取り組みをより強力に推し進める
○経済社会のステージ転換を着実に進めるべく、すべての働く人の生活を持続的に向上させるマク

ロの観点と各産業の「底上げ」「底支え」「格差是正」の取り組み強化を促す観点から、前年を上回
る賃上げをめざす

○賃上げ分 3%以上、定昇相当分（賃金カーブ維持相当分）を含め 5%以上の賃上げを目安とする
○格差是正に向けて、企業規模間、雇用形態間における目標水準と最低到達水準への到達を目指す
○企業内のすべての労働者を対象に、生活を賄う観点と初職に就く際の観点を重視し、「時給1,200円

以上」の水準で企業内最低賃金の協定化に取り組む

【中小組合における要求内容】
○賃金カーブ維持相当分を確保した上で、自組合の賃金と社会横断的水準を確保するための指標を比

較し、その水準の到達に必要な額を加えた総額で賃金引上げを求める
○賃金実態が把握できないなどの事情がある場合は、連合加盟組合平均賃金水準との格差を解消する

ために必要な額を加えて、総額15,000円以上（賃金カーブ維持分4,500円+格差是正含む賃上げ分
10,500円）を目安に賃上げを求める

○月例賃金の引上げにこだわりつつ、年収確保の観点も含め水準の向上・確保を図る
○有期・短時間・契約等で働く労働者についても、均等待遇・均衡待遇の観点から対応を図る

月例賃金に関する要求内容

一時金に関する要求内容

・物価上昇が続く中、「社会性の視座」に立って賃金引上げのモメンタムを維持・強化し、「構造的な
賃金引上げ」の実現に貢献していくことが､ 経団連・企業の社会的な責務。

・今年の春季労使交渉・協議は、「コストプッシュ型」による高い物価上昇局面で行われることから
「賃金決定の大原則」に則った検討の際、特に物価動向を重視し、労使で真摯な議論を重ねて自社に
適した結論を得ることが必要。

・中期的には、生産性の改善・向上により賃金引上げの原資を確保した上で、物価動向に留意し、「賃
金決定の大原則」に則り、成長の果実を賃金引上げと総合的な処遇改善・人材育成として適切に反映
する対応が肝要。

・賃金引上げの積極的な検討では、月例賃金（基本給）、初任給、諸手当、賞与・一時金（ボーナス）
を柱として、多様な方法・選択肢の中から自社に適した適切な結論を見出すことが大切。

・賃金引上げの機運醸成には、中小企業における構造的な賃金引上げの実現が不可欠。中小企業におけ
る自発的な取り組みに加え、適正な価格転嫁に向けたサプライチェーン全体での取り組み、社会全
体での環境整備・意識改革が不可欠。

・有期雇用等労働者のエンゲージメント向上とともに、同一労働同一賃金法制への対応、能力開発・
スキルアップ支援、正社員登用の推進などによって、賃金引上げ・処遇改善に取り組むことが必要。

・総合的な処遇改善・人材育成による「人への投資」の促進が重要。「働きがい」「働きやすさ」に加
え、「担当業務との関連度合い」や「対象とする社員」などの観点からの検討も有益。

・労使は「闘争」関係ではなく、価値協創に取り組む経営のパートナーとの認識をより強くしながら、
経団連は、わが国が抱える社会的課題の解決に向けて、未来を「協創」する労使関係を目指していく。

2024年春季労使交渉・協議における経営側の基本スタンス
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２．主な産別労組の要求概要

組合名 取 り 組 み 事 項

金属労協
（JCM）

月 例 賃 金

・定期昇給などの賃金構造維持分を確保した上で、すべての組合で10,000円以上の賃上げに取り組む
・具体的な要求基準については、各産別の置かれている状況を踏まえて決定する
・わが国の基幹産業にふさわしい賃金水準の確立の観点から、35歳相当・技能職水準の個別賃金について、「到達基準を上回る

組合が製造業の上位水準に向けてめざすべき水準（364,000円以上）」、「全組合が到達すべき水準（334,000円以上）」、「全
組合が最低確保すべき水準（267,000円程度）」への到達を目指す

・企業内最低賃金協定は、高卒初任給準拠を基本として月額177,000円（時間額1,100円）を「最低到達目標」と位置付け、未到
達組合は早期実現に取り組む

・JCミニマム（35歳）は月額220,000円（下回っている場合は必要な是正を図り、これ以下をなくすよう取り組む）

一 時 金 ・年間 5ヵ月分以上を基本とし、最低獲得水準年間 4ヵ月分以上を確保

有期雇用
等労働者

・採用・受入れの労使協議を徹底、組織化の取り組みをさらに強化
・賃金・労働諸条件の引上げに取り組む基盤整備として、非正規労働者の実態・課題の掌握に努める
・正社員への転換促進、職務経歴や職務遂行能力を踏まえた適切な処遇

そ の 他

・「良質な雇用」の確立に向けた働き方の見直し（①労働時間の短縮、②仕事と家庭の両立支援の充実、③新たな働き方への対応）
・60歳以降の雇用の安定と処遇改善、退職金・企業年金
・男女共同参画推進をはじめとするダイバーシティへの対応強化
・安全衛生体制の強化、労働災害の根絶と労災付加補償の引上げ
・バリューチェーンにおける「付加価値の適正循環」構築

自動車総連

月 例 賃 金
・ 全ての組合で物価上昇や実質賃金の低下から組合員の生活を守ること、目指すべき賃金水準を早期に実現させることを強く意識

し、自ら取り組むべき賃金水準を要求

一 時 金 ・年間 5ヵ月の基準にこだわって取り組む
・取り組みにあたっては、季別回答ではなく年間協定にこだわる

有期雇用
等労働者

・物価上昇下での実質賃金確保や、産業・企業の魅力向上の観点から、正社員に見合った賃上げや労働諸条件の改善を求める
・一般組合員との関連性を強く意識し、自ら取り組むべき賃金水準を設定
・同一価値労働同一賃金に基づき、無期転換やコンプライアンス、組織化に向けた取り組みをすすめる

電機連合

月 例 賃 金 ・賃金体系の維持を図ったうえで、賃金水準の改善（水準改善額13,000円以上）を要求

一 時 金 ・平均で年間 5ヵ月分を中心とし、「産別ミニマム基準」は年間 4ヵ月分を確保

有期雇用
等労働者

・「直接雇用」は、産業別最低賃金（18歳見合い）の適用を図り、開発・設計職基幹労働者の水準改善に見合った改善をめざ
す。また、この水準を上回る水準を確保し、正規労働者と均等・均衡のとれた処遇を確立する

・「間接雇用」は、雇用の安定や処遇の改善、技術・技能の向上などに十分に配慮し、特定（産業別）最低賃金の適用、社会
保険の加入について確認するなど、労働者の権利保護に努める

基幹労連

月 例 賃 金
・ 2 年サイクルにおける「総合改善年度」（1 年目）として、「賃金」を含む労働条件全般の改善に取り組むとしつつ、賃金改善要

求としては、2024年度のみの要求とする
・要求額は12,000円以上とする

一 時 金
・「金額」要求方式⇒成果反映要素をふまえ160万円を基本とし、厳しい状況でも生活考慮要素120～130万を確保
・「金額+月数」要求方式⇒40万円+4ヵ月を基本
・「月数」要求方式⇒ 5ヵ月を基本

ＪＡＭ
月 例 賃 金

・賃金構造維持分を確保した上で、所定内賃金の引上げを中心に、12,000円を基準とし「人への投資」を要求
※平均賃上げ要求基準は、JAMの賃金構造維持分平均4,500円に12,000円を加え、16,500円以上

一 時 金 ・年間 5ヵ月または半期2.5ヵ月を基準とし、最低到達基準は年間 4ヵ月または半期 2ヵ月

UA
ゼンセン

月 例 賃 金

正社員

・ミニマム水準未達、賃金水準不明の組合は、賃金体系維持分に加え、4%基準で賃金を引上げ。賃金体系が維
持されていない組合は、賃金体系維持分を含め14,500円または 6%基準で賃金を引上げ｡ 人への投資、人材不足
への対応、産業間・規模間格差是正に向け、積極的に上積み要求に取り組む

・ 到達水準未達の組合は、実質賃金の向上と格差是正の必要性を踏まえ、部門ごとに各部会・業種のおかれた環境
に応じた要求基準を設定

・到達水準以上の組合は、実質賃金の向上をめざすとの要求趣旨を踏まえながら、目標水準に向け部門ごとに要求基
準を設定

短時間
・ 制度昇給分に加え、時間額を4%基準で引上げ｡ 制度昇給分が明確でない場合は、制度昇給分を含めた要求総

率として 6%基準、総額として時間あたり70円を目安に引上げ
・雇用形態間の不合理な格差の是正に向けて、正社員（フルタイム）組合員以上の要求を行う

一 時 金
正社員 ・年間 5ヵ月を基準（平均月数の85%以上を最低保障月数とし、年間 4ヵ月以下の場合は90%以上）

短時間 ・短時間労働者は年間 2ヵ月以上（正社員と同視すべき場合は、正社員と同じ要求）
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経団連が2023年人事・労務に関する
トップマネジメント調査結果を公表

　経団連は 1 月16日、会員企業（計1,540社）の労務担当役員等に対して行った標記調査の結果を公表した。

　本調査結果は、主に「経営労働政策特別委員会報告」の重要な参考資料として活用されており、当協会の会員企

業においても、今後の春季労使交渉の参考としていただくため、その一部を紹介する。

１. 月例賃金
⑴ 2023年春季労使交渉における労働組合等の要求項目

63.5%

89.2%

28.6%

18.7%

18.3%

20.7%

22.4%

17.8%

0.8%

その他

n=241

定期昇給の実施、賃金体系の維持
（制度昇給の確認を含む）

基本給のベースアップ
（一律配分のほか、重点配分などを含む）

初任給の引上げ

諸手当の増額

割増賃金率の引上げ

企業内最低賃金の導入・引上げ

有期雇用社員・パートタイム社員等の処遇改善
（賃金引上げ等）

定年後の継続雇用社員の処遇改善
（賃金引上げ等）

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

※「その他」の回答としては、「物価上昇手当の導入」などがあった

⑵ 労働組合等の要求項目に対する回答状況

2.8% 4.3%92.9%

12.6%

39.7%

13.2% 31.6% 55.3%

10.5%

7.0%

8.7%

14.7%

100.0%

その他

（n=153）定期昇給の実施、賃金体系の維持
（制度昇給の確認を含む）

基本給のベースアップ
（一律配分のほか、重点配分などを含む）

初任給の引上げ

諸手当の増額

割増賃金率の引上げ

企業内最低賃金の導入・引上げ

有期雇用社員・パートタイム社員等の処遇改善
（賃金引上げ等）

定年後の継続雇用社員の処遇改善
（賃金引上げ等）

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

※「その他」の回答としては、「物価上昇手当の導入」などがあった

44.9% 42.4%

49.2% 11.1%

65.8% 23.7%

60.5% 32.6%

67.4% 23.9%

50.0% 35.3%

（n=215）

（n=69）

（n=45）

（n=2）

（n=44）

（n=50）

（n=54）

（n=43）

要求を上回る 要求通り 要求を下回る
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⑵ 通年採用の実施を公表している場合の媒体

5.9%

52.2%

46.2%

22.6%

39.8%

5.4%

n=186

プレスリリース

自社の採用HP

学生向けの就職情報サイト

求人票への記載

その他

公表していない

※通年採用について「実施している」「実施はしていないが検討している」と回答した190社が対象。
回答が得られた186社を100として集計

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％

⑶ 労働組合等の要求と関係なく、会社の施策として実施を決定した項目

66.9%

50.5%

65.9%

16.4%

40.3%

33.4%

15.4%

20.1%

0.7%

その他

n=293

定期昇給の実施、賃金体系の維持
（制度昇給の確認を含む）

基本給のベースアップ
（一律配分のほか、重点配分などを含む）

初任給の引上げ

諸手当の増額

割増賃金率の引上げ

企業内最低賃金の導入・引上げ

有期雇用社員・パートタイム社員等の処遇改善
（賃金引上げ等）

定年後の継続雇用社員の処遇改善
（賃金引上げ等）

※「その他」の回答としては、「役割・貢献度に応じた昇給額の加算」などがあった

0％ 20％ 40％ 60％ 80％

n=336

実施している
36.3%

実施はしていないが
検討している
20.2%

実施も検討も
していない
39.6%

新卒採用を行っていない
3.9%

２. ⑴ 新卒採用における通年採用の実施・検討の有無
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弁護士 渡 邊 　 洋 祐
◆執筆者のご紹介

平成12年　弁護士登録
堤・古江・渡邊法律事務所（福岡市）

わたなべ　ようすけ

１．事案の概要
　本件は、複数の特別養護老人ホームを運営する法人である被告 Y（事業所：159 か所、従業員約 3,000
人（うち理学療法士 112 名））で理学療法士として勤務していた原告 X が受けた施設（事業所）から法人
本部の新部門への配転命令の有効性が争われた事案です。
　X は、入社後、 2 つの施設を異動し、理学療法士の業務に従事していましたが（但し、職種限定の合
意はない。）、最初の施設 A でも、全国一般労働組合に加入して Y に団交を申し入れ、法務局に人権救
済を申し立てるなど、処遇が困難な傾向にありました。次の施設 B でも①他の理学療法士と利用者宅訪
問日をダ ブ ル ブッキ ン グする、②祝日に業務を入れられたことに立腹し、上長に暴言を吐く、③新規
の利用者の割当てを拒絶する、④ミーティン グに参加しない、⑤訪問介護が終わっても施設に戻らず
車内で過ごす、⑥注意・指導に対して反抗的な態度を示す、などといった問題行動を繰り返し、業績評
価も 5 段階評価中「仕事の量」が「2」、能力評価も「提案・記録」、「コ ミュニ ケーション」等で「2」

（その余の項目は「3」）と平均水準を下回る評価を受け、法人本部への配転命令の前年度からはこれら
の項目で「1」の評価を受けており、施設 B の所長も X が処遇困難であると法人本部に申し入れたこと
などから、X は法人本部の新部門（専属の職員は X のみ）にて Y が雇用する理学療法士の労災予防のた
めにア ン ケート・パ ン フ レットなどの資料を作成する産業理学療法士としての業務への配転を命じら
れました。
　なお、法人本部への配転後も X は作成書類が要求水準に達していないなどと繰り返し注意・指導を受
け、X も反発を繰り返すなどの状況で、X の作成した資料が業務に用いられることもありませんでした。
　かかる事情から、X の法人本部の新部門への配転について、Ⅰ．新部門設立及び X を新部門に配属す
ることの必要性、Ⅱ．本件配転命令の目的、Ⅲ．X に生じる不利益、が主要な争点となったのが本事案
です。
　なお、本事案の原審（横浜地判令和 4.12.9）は X の主張を認め、配転の無効及び慰謝料 50 万円を認め
ましたが、控訴審（東京高判令和 5.8.31）では判決が覆り、X の請求は棄却されています。

人事管理の目的での配転命令が有効とされた例

―社会福祉法人 秀峰会事件
（東京高裁（令和 5. 8.31判決）【労働経済判例速報2531号3頁】）―
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２．裁判所の判断
　争点ごとの原審及び控訴審の判断は下記のとおりです。

争　　点 原　　審 控  訴  審
Ⅰ． 新 部 門 設 立 及 び X を 新 部 門 に

配属することの必要性
以下の理由により必要性を否定
・新部門が行うこととされた労災予

防のための業務が、いずれも新部
門によって行われてない。

・ X に 行 わ せ た 業 務 は、 新 部 門 を
設 立 し、 人 員 を 配 置 し て 行 わ せ
る必要のない業務のみである。

・X の施設 B での勤務態度や勤労意
欲に問題があり異動の必要性が
あ っ た と し て も、 本 来 の 理 学 療
法士の業務以外の業務を行わせ
る必要性を基礎づけるものとは
いえない。

以下の理由により必要性を肯定
・Y が 産 業 理 学 療 法 の 知 見 を 取 り

入れて職員の就業に関連する健
康増進や労災予防を目的とする
取組を実施する企業運営上の必
要性は十分肯定できる。

・X の 勤 務 状 況 等 に 照 ら せ ば X を
施設に継続して配置することは
不適当であるが、X は理学療法士
と し て の 実 務 経 験 が 長 く、 上 記
取組に適していると判断される。

・労働力の適正配置や業務運営の
円滑化など企業の合理的運営に
寄与する点が認められる限りは、
配転命令に関する業務上の必要
性 が 肯 定 さ れ、 人 事 管 理 目 的 で
の人員配置をすることも濫用に
ならない限り許容される。

Ⅱ．本件配転命令の目的 本件配転は業務上の必要性を欠き、
人事管理を目的としたものである
が、 実質的に懲罰を目的とした不
当なものである。

配転命令の前後を通じ、 退職勧奨
がなされたような事実、 嫌がらせ
や退職強要目的で同命令がなされ
たことをうかがわせる事情も認め
ら れ ず、 不 当 な 動 機・ 目 的 を も っ
てなされたとは認められない。

Ⅲ．X に生じる不利益 以下の理由により、 通常甘受すべ
き程度を逸脱した職業上著しい不
利益であると判断
・新部門での業務が産業理学療法

士としてのキャリ ア形成に繋が
るとはおよそ考え難い。

・新部門での就業環境も相当強い
心理的負荷を課される状況にあ
るというべき。

以下の理由により、 通常甘受すべ
き不利益の程度を著しく超えるも
のと認めることはできないと判断
・処 遇 に つ い て 施 設 B 在 籍 時 の 条

件が維持された。
・通勤時間は 15 分ほど長くなった

程度である。
・現場での技術・ノ ウ ハ ウの劣化、

新 部 門 で の 業 務 内 容 が X に 有 益
であるか不明確という点を不利
益 と 認 め る と、 職 種 限 定 の 合 意
があることと同様の結果となり
かねない。

結　　論 配転命令は無効 配転命令は有効

３．本判決についてのコメント
⑴　配転命令が権利濫用として無効となる場合

　配転命令については、判例によって、業務上の必要性が存しない場合又は業務上の必要性が存
する場合であっても、他の不当な動機・目的をもってなされたものであるとき若しくは労働者に
対し通常甘受すべき程度を著しく超える不利益を負わせるものであるときには権利濫用となると
の判断枠組みが樹立されています（東亜ペ イ ン ト事件（最判昭 61・7・14 労判 477 号 6 頁））。
　配転命令について、権利濫用を理由として無効とした裁判例としては、下記の例が存在しています。

記
①　フ ジ シール事件（大阪地判平 12・8・28（労経速 1765 号 3 頁））

　勤続 23 年の商品開発部長に対する取引失敗等による担当部門の業績不振を理由とした退職勧
奨が拒絶された後、当該部長をイ ン ク運搬業務、ゴ ミ収集業務に配転したことが、業務上の必
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要性のない、退職勧奨拒否に対する嫌がらせ目的での配転であり、権利の濫用として無効とさ
れた事例

②　プ ロ ダ ク ター・ア ン ド・ギャン ブ ル・ファー・イース ト・イ ン ク（本訴）事件
（神戸地判平 16・8・31（労判 880 号 5 頁））

　市場調査を担当していた労働者に対する組織再編による担当業務の消滅を理由とした退職勧
奨が拒絶された後、当該労働者に対し社内公募制度を利用して他の職務を探すことはできるも
のの特定の業務を遂行させず、賃金の減額は行わないものの職位を引き下げ、他の労働者から
隔離された職場に移動させた措置について、いたずらに当該労働者に不安感、屈辱感を与え、
著しい精神的圧力をかけるものであって恣意的で合理性に欠けるものであるなど業務上の必要
性を欠き、当該労働者を退職に追い込もうとする動機・目的によるものであり、これまで専門
性の高い職務に従事していたにもかかわらず他の職務を探すことだけに従事させられるのは職
業生活上通常甘受すべき程度を超える不利益を受けたものと認められるとして、人事権の濫用
に当たり無効とされた事例

　本件の配転命令は、問題社員の人事管理を目的としたものであり、法人本部の新部門やそこでの X の
業務は、客観的に必要性が乏しいもののように思われます。
　しかしながら、X が問題社員であったことは原審でも認められており、他の理学療法士と同じ職場で
業務に従事させることも困難であったため、配転命令の必要性そのものは認められると考えられます。
　他方、上記①、②の事例は、労働者の問題性は認定されておらず、単に退職勧奨を拒絶したことの対
抗措置として、当該労働者に従事させる必要性に乏しい業務への配転がなされたことが本件との相違点
と思われます。

⑵　問題のある専門職労働者の処遇について
　本件の X は理学療法士ですが、勤務態度・勤務意欲に問題があることは上記のとおり原審でも認
定されており、Y としては、普通解雇も検討できる事案であったと思われます。
　ところで、専門職労働者については、異動ができないか可能であってもその範囲が狭いため、
改善可能性を検討するための職種転換や異動が難しく、また、自ら自己を律すべき立場にあるた
め個別具体的な注意指導まで求められるわけではないとして、能力不足・勤務成績不良を理由と
する解雇が比較的容易に認められる傾向にあります。
　この点、日水コ ン事件（東京地判平 11・10・15（労判 770 号 34 頁））は、中途採用のシ ス テ ム エ
ン ジ ニ アの事例ですが、約 8 年間の会計シ ス テ ム課在籍中、日常業務に満足に従事できないばか
りか、特に命じられた業務についても期待された結果が出せなかった上、直属の上司の指示に対
し反抗的な態度を示し、その他多くの課員とも意思疎通ができず、自己の能力不足による業績不
振を他人の責任に転嫁する態度を示し、人事部門の監督と助力の下にやり直しの機会を与えられ
たにもかかわらず効を奏すことがなかった労働者に対し、「単に技術・能力・適格性が期待された
レ ベ ルに達しないというのではなく、著しく劣っていてその職務の遂行に支障を生じており、か
つ、それは簡単に矯正することができない持続性を有する原告の性向に起因しているものと認め
られる」と判断して、普通解雇を有効と判断しています。
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％
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０
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５
０
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９
４
４
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９
４
６
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。
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地
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。
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岡
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懸
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。
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す
る
。
ま
た
、

九
州
全
体
の
中
枢
管
理
機
能
を
持
つ
。
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。
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アンテナ
労働法関連の改正状況や労働組合
の動向などを紹介します。

アンテナ

日　 時 3 月 5 日（火）　14：00～16：00

形　 式
会場及びオンライン配信
会場：アクロス福岡 6 階606会議室
オンライン：ZOOMウェビナー

　経団連は、労使自治を軸とした、今後求められる労
働法制の方向性等についての提言を公表した。
　社会変化が激化し、労働者の価値観が多様化する中
で、現行の労働法は画一的で複雑であり対応が困難と
して、労働者の健康確保を最優先とした上で、時代に
あった制度見直しの検討を行うべきとしている。

「労使自治を軸とした労働法制に関す
る提言」を公表／経団連

　福岡労働局は、福岡県における令和 5 年10月末時
点の外国人雇用についての届出状況を公表した。
　外国人労働者数は64,990人（前年比7,597人（13.2％）
増加）、外国人を雇用する事業所数は11,349か所（前
年比642か所（6.0％）増加）となった。
　国籍別では、ベトナムが最も多く20,218人（外国
人労働者数全体の31.1％）。次いでネパール12,241人

（同18.8％）、中国10,629人（同16.4％）、フィリ ピ ン 
5,021人（同7.7％）の順となった。
　在留資格別では、「資格外活動」許可を受けた「留
学」が最も多く19,822人で、30.5％を占めている。

「外国人雇用状況」の届出状況を公表
／福岡労働局

外国人雇用管理セミナーを開催／福
岡労働局

「よかばい・かえるばい企業大賞」候
補企業を募集／福岡県

　福岡労働局は、外国人労働者の在留資格や採用から
定着・雇用管理の改善等に関する指針について解説す
る標記セミナーを開催することから、参加を呼びか
けている。

民間主要企業（資本金10億円以上か
つ従業員1,000人以上の労働組合の
ある企業）年末一時金妥結状況を公表
／厚生労働省

参 加 費 無料

申　 込

福岡労働局ホーム ページ内で必要事項を
入力の上申込むか、同ホーム ページ内に
ある参加申込書に記入の上、メール（f40-
gaisen@mhlw.go.jp）にてお申込み下さい。

https://jsite.mhlw.go.jp/fukuokaroudoukyoku/hw/
fuzoku_kikan/kigyou.html

　厚生労働省は、令和 5 年の標記集計結果を公表した。
　平均妥結額は849,545円で、昨年比6,567円（0.78％）
の増加、平均要求額は882,117円で、昨年比10,862円

（1.25％）の増加となった。

　福岡県は、働き方改革を通じた魅力ある職場づくり
の推進を目的として「福岡県働き方改革実行企業（よ
かばい・かえるばい企業）」登録制度を実施しており、
今回特に優れた取組を行っている企業を「よかばい・
かえるばい企業大賞」として表彰することから、候補
企業を募集している。

https://hatarakikatakaeru.pref . fukuoka . lg.jp/
campaign/

応募方法

福岡県HPに掲載されている実施要項、応募
用紙をダウンロードし、必要事項を記入の
上、就業規則等の写し及び参考資料を添付
して、福岡県福祉労働部労働局労働政策課
までメール、郵送または持参してください。

募集締切 3 月 7 日（木）　17時（必着）
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　2 月 1 日、経団連は連合との懇談会を開催し、「春
季労使交渉をめぐる諸問題について」をテーマに意見
交換を行った。
　経団連側からは「中小企業を含めた構造的な賃金
引き上げ」「自律的な働き方を後押しする制度整備」

「パートナーシップ構築宣言の参画と実効性確保の強
化」「成長と分配の好循環の実現に向けた人への投資
の必要性」「生成AIなどの技術を活用した生産性向
上」「価格転嫁に対する消費者の意識改革や行動変容」

「労使間コミュニケーションの場の確保」「外国人雇
用の在り方」などについて意見を示した。
　連合側からは「労務費を含めた価格転嫁の必要性」

「2024年問題をはじめとした物流・運輸産業におけ
る課題」「人手不足などサービ ス産業における課題」

「パートタイマーをはじめとした雇用形態間の格差
是正」「収入の壁問題」「選択的夫婦別氏制度の実現」

「男女とも育児・家事とキャリア形成を両立できる環
境整備」「被災地の復旧、復興に向けた対応」「地方に
対する直接的・間接的投資の必要性」などについて提
起があった。

　福岡県は、企業が「発注者」側の立場から取引方針
を宣言する「パートナーシップ構築宣言」の登録を
呼びかけている。
　「パートナーシップ構築宣言」では、

①サプライチェーン全体の共存共栄と規模・系列
等を越えた新たな連携

②親事業者と下請事業者との望ましい取引慣行（下
請中小企業振興法に基づく「振興基準」）の遵守

を宣言し、ポータルサイトに掲載することで、取組
の「見える化」を行うとしている。
　登録をすることで、国や県の補助金の申請の際に加
点措置を受けることができるなどのメリットがある。
　詳しい内容は、福岡県ホームページをご覧ください。
https://www.pref.fukuoka.lg.jp/contents/partnership.
html

連合との懇談会を開催／経団連

　政府は、価格交渉が頻繁に行われている時期である 3
月を「価格交渉促進月間」と定め、発注側企業と受注側
企業の間での価格交渉及び価格転嫁を促進している。
　その中で、成長と分配の好循環に向けて原材料価格
やエネルギー価格、労務費等の上昇分を受注側中小
企業が適切に取引先に価格転嫁できるよう取り組むと
している。
　なお、昨年11月に、内閣官房及び公正取引委員会
は労務費の転嫁にかかる価格交渉への発注者及び受注
者の行動指針を示した「労務費の適切な転嫁のための
価格交渉に関する指針」を策定・公表している。

3月は価格交渉推進月間

「パートナーシップ構築宣言」登録を
呼びかけ／福岡県
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　今回は、代表的な三つのハラスメントについて見ていき
たいと思います。定期的に定義などを確認することは、ハ
ラスメントの予防につながります。法律上の定義には分か
りにくい表現もありますので、一般的な表現に置き換えて解
説していきます。

　「立場の強い者が、業務上必要な限度を超えた言動
を行って、相手を傷つけたり、相手あるいは職場の他
の人が働きにくい状態を生み出したりするもの」
　例えば暴言や侮辱は、業務上必要とは言えない不適
切な言動です。こうした不適切な言動を立場の強い者が
行ったときに、立場の弱い者は「やめてください」と拒否
したり、抵抗したりするのは難しいものです。パワーハラス
メント（パワハラ）は、立場の弱い者に我慢を強いること
になりやすく、放置すると、深刻な事態に至るケースもあり
ます。
　「立場の強い者」は上司に限定されません。職務に精
通した部下が上司を侮辱したり、集団で誰かを仲間外れに
したりするケースでは、職務に精通した部下や集団も立場
の強い者とみなされ、パワハラと判断されます。

▪パワーハラスメントとは

▪セクシュアルハラスメントとは

メンティグループ代表コンサルタント　加藤　貴之

ハラスメントを防ぐコミュニケーションのコツ
代表的なハラスメントについて確認しよう

　「相手が望まない性的な言動（性的指向・性自認に
関するものを含む）による嫌がらせ」
　セクシュアルハラスメント（セクハラ）には二つのタイ
プがあります。

　本文で取り上げた三つのハラスメントに共通する
のは、「一方的な言動」です。
　パワハラの場合は双方の立場に明確な差があり、
立場の弱い者は抵抗したり拒絶したりしづらい状況に
あります。そのため、立場の強い者からの言動が一
方的になりがちです。セクハラの場合も、相手が望
まないことを一方的に行うという要素があります。また、

マタハラに代表されるハラスメントも、出産・育児
や休業制度利用などに対する自分の価値観を、相
手に一方的に押し付けるという面があります。
　つまり「一方的な言動」は、相手を十分に尊重し
ていない態度とも言えます。ハラスメントを防ぐには、
自分の言動が一方的になっていないかを振り返って
みることが大切です。

ハラスメントの共通点は「一方的な言動」

　一つは「対価型」と呼ばれるものです。例えば、性的
な言動を受け入れれば昇進させ、受け入れなければ昇進
させないなど、正負の対価を与える（示唆することも含む）
ものです。
　もう一つは「環境型」と呼ばれるものです。性的な言動

（性別役割分担意識に基づく言動を含む）によって、職場
の人を傷つけたり、働きにくい環境を生み出したりします。

▪妊娠・出産・育児休業・介護休業等に関する
ハラスメントとは

　「妊娠・出産・育児休業・介護休業等に対して否定
的な言動を行ったり、不利益を示唆したりして、仕事と
個人生活の両立を妨げるような嫌がらせ」
　このハラスメントにも二つのタイプがあります。
　一つは「状態への嫌がらせ型」と呼ばれるものです。

「忙しい時期に妊娠するなんてどういうつもりだ！」「子ど
もを産むなら辞めてもらうしかない」など、妊娠・出産とい
う状態に対しての否定的な言動や、不利益の示唆などに
よる嫌がらせです。
　もう一つは「制度利用への嫌がらせ型」と呼ばれるもの
です。「男が育休なんてあり得ない」「時短勤務なんて迷
惑」など、否定的言動で育児休業・介護休業・短時間
勤務などの制度を利用しづらくする嫌がらせです。
　マタニティハラスメント（マタハラ）は母親に対するも
のですが、パタニティハラスメント（父親に対する嫌がら
せ）も含め、仕事と個人生活の両立を妨げる言動は、い
ずれもハラスメントとみなされます。
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トピックス

新春講演会

新春講演会を開催
　当協会を含む九州・沖縄 8 県の経営者協会から
なる九州経営者協会は 2 月1日、福岡市の西鉄グラ
ンドホテルにて経団連首脳を迎えての新春講演会を
開催した。
　経団連副会長で日本製鉄株式会社代表取締役社
長の橋本英二氏が「我が国製造業にとって脱炭素と
は何か？」と題して講演を行った。

九州経営者協会理事会

　九州経営者協会理事会を開催
　九州経営者協会は、新春講演会と同日の2月1日、
理事会を開催した。九州・沖縄 8 県各経営者協会
の役員が集まり各経営者協会の活動を報告した。

労働法基礎学習会

労働法基礎学習会を開講
　1 月19日、年間10回の講義で労働法の教科書を
通読する労働法基礎学習会第 8 講を開講した。講
師は、三浦・奥田・杉原法律事務所の三浦正道弁
護士。
　講師は、「労働時間の意義と管理」「休憩・休
日・時間外労働、適用除外」「年次有給休暇」に
ついて、経験をもとに企業の担当者が留意すべき点
について解説した。

講師の橋本英二 氏

会場の様子
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インフォメーション

福岡経協セミナー

　セミナーの申込方法など詳細につきましては、
ホームページをご覧ください。

〈 問 合 せ 〉福岡県経営者協会事務局

　労働保険の担当者が理解し把握しておかなければ
ならない知識や業務内容を短時間で習得します。

●�労働保険手続の実務

日　時：5 月16日（木）　9：30～16：30

会　場：電気ビル共創館 3 階　Bカンファレンス

講　師：アンフィニ社会保険労務士法人

特定社会保険労務士　久地石 冨起子 氏

参加費：会員12,000円／一般18,000円（税込）

　合格率89.2％を誇り資格試験合格請負人として有
名な㈱ウェルネットの専任講師が 2日間で合格レ
ベルまで導きます。

●第1種・第2種衛生管理者受験対策講座

日　時：〔1 日目〕3 月 6 日（水）
9：20～17：30

〔2 日目〕3 月 7 日（木）
9：30～17：30※

※第2種の方は、2日目12：30で終了

会　場：電気ビル本館　地下 2 階　7 号会議室
講　師：㈱ウェルネット専任講師　山根 裕基 氏
参加費：第1種29,700円　第2種27,500円（税込）
定　員：36名

　法で定められた研修です。
　受講者には修了証を発行します。

●�安全管理者選任時研修（法定講習）

日　時：3 月 8 日（金）　9：20～20：10
会　場：電気ビル本館　地下 2 階　7 号会議室
講　師：㈱ウェルネット　専任講師　山根 裕基 氏
参加費：15,400円（税込）
定　員：30名

　ハラスメント事案が発生した時の相談・調査に
有効な対応ポイント等について詳しく解説します。

●�ハラスメント事案における企業の実務的
対応セミナー

日　時：5 月14日（火）　13：30～16：30
会　場：電気ビル共創館　3 階　Bカンファレンス
講　師：德永・松﨑・斉藤法律事務所

弁護士 　熊谷 善昭 氏
参加費：会員10,000円／一般15,000円（税込）

〈 問 合 せ 〉日本産業訓練協会・九州

●TWI-JR「人の（問題）の扱い方」トレーナー養成講座
日　時：5 月27日（月）～31日（金）

会　場：アクロス福岡 6 階　604室

受講料：会員154,000円／一般187,000円

（消費税込み）

産訓九州セミナー

●新入社員セミナー
日　時：4 月 2 日（火）～3 日（水）

会　場：アクロス福岡 6 階　604室

受講料：会員24,200円／一般26,400円

（消費税込み）　人数割引あり

●MTP（管理研修プログラム）コース
日　時：6 月 5 日（水）～7 日（金）

会　場：アクロス福岡 6 階　601室

受講料：会員60,500円／一般70,950円

（消費税込み）
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法律相談
事務局相談

＊太字……当協会主催行事
＊細字……経団連の行事および当協会が行政等から委嘱

された委員として出席した行事など

12日 一月会

18日 紫水会

19日 労働法基礎学習会

24日 福岡労働者災害補償保険審査参与会

25日 定例無料法律相談

26日 福岡県労働委員会総会

〃 経団連地方業種団体情報連絡会

29日 福岡県高校就職問題検討会議

31日 福岡県最低賃金審議会家内労働部会

社労士による無料労務相談
　福岡経協の会員以外の方でも、会員の関連・協力企
業等で、会員のご紹介により無料でご相談に応じます。
　諸規定の整備などお困りのことがございましたら、
ぜひご利用下さい。
担　　当：社会保険労務士法人・行政書士法人アド

バンス所属の社会保険労務士
日　　時：平日9：00～17：00
会　　場：社会保険労務士法人・行政書士法人アド

バンス（福岡市中央区舞鶴 2 丁目2-11
富士ビル赤坂 8F）

申込方法：事務局へお電話ください。

〈 問 合 せ 〉福岡県経営者協会事務局

事務局相談
　福岡経協では、労使関係（組合結成・団体交渉への
対応）のほか、人事労務管理や賃金などについて随時
ご相談に応じています。お気軽にご相談ください。

▪緊急の場合は、上記日時以外でも対応いたします。
▪お申込みは、相談日の前日までに事務局へお電話に

てお願いします。
▪上記日程の他、ご要望により、当協会の顧問弁護
士をご紹介いたしております。

【北九州地区】

【福岡地区】

〈会　　場〉福岡県経営者協会事務局（裏表紙地図参照）

弁護士による無料法律相談
　ご担当いただく弁護士は「経営法曹会議」に所属する
方々です。福岡経協の会員以外の方でも、会員の関連・
協力企業等で、会員のご紹介により無料でご相談に応
じます。
　労働法に限らず、会社関係法などについてもお気軽
にご相談ください。

2024 年 1 月会務報告

福岡経協顧問弁護士（敬称略）

阿部 哲茂　石橋 英之　古賀 和孝　斉藤 芳朗
杉原 知佳　德永 弘志　中野 敬一　中野 昌治
永原　 豪　花島 正晃　松﨑　 隆　三浦 正道
山本 紀夫　渡邊 洋祐　　　　　　　　　　

〈会　　場〉弁護士法人大手町法律事務所
（北九州市小倉北区大手町11-3  大手町アイビースクエア 2F）

5 月 9 日（木）
14：00～17：00

中野�昌治弁護士
（弁護士法人大手町法律事務所）

2 月22日（木）
14：00～17：00

永原�　豪弁護士
（德永・松﨑・斉藤法律事務所）

3 月28日（木）
14：00～17：00

渡邊�洋祐弁護士
（堤・古江・渡邊法律事務所）
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渡辺通り4丁目

地下鉄天神南駅

田神社前駅

三越

渡辺通一丁目電気ビル前バス停

渡辺通一丁目十八銀行前バス停

渡辺通一丁目十八銀行前バス停

西
鉄
福
岡

（
天
神
）駅

地下鉄薬院駅

博
多
駅

渡辺通一丁目サンセルコ前バス停

博多方面から

「博多駅前Ａ番」停留所より「渡辺通経由天神方面行き」
に乗車または「博多駅前Ｂ、Ｃ、Ｄ番」停留所より「薬院駅
方面行き」に乗車
「渡辺通一丁目」停留所降車すぐ

バ ス

天神方面から
「西鉄福岡天神駅」から大牟田方面行き
に乗車、「薬院駅」降車徒歩5分

西鉄天神大牟田線

「天神北（ノース天神前）」、「天神コア前7B」または「天神
大丸前4C」から乗車、「渡辺通一丁目」停留所降車すぐ

バ ス

「天神南駅」から地下鉄七隈線「橋本」方面行きに乗車、
「渡辺通駅」にて降車（電気ビル本館B2Fへ直通）

地下鉄

「博多駅」から地下鉄七隈線「橋本」方面行きに乗車、
「渡辺通駅」にて降車（電気ビル本館Ｂ２Ｆへ直通）

地下鉄

会員懇談会のご案内
下記の通り、会員懇談会を開催します。

ご参加をお待ちしております。

日　時：３月５日（火）　15：30~18：30
（講演 15：30～17：00　懇親会 17：10～18：30）

会　場：西鉄グランドホテル ２階　講演会：「鳳凰」　懇親会：「プレジール」
（福岡市中央区大名2-6-60　TEL 092-771-7171）

次　第：⑴開会挨拶

⑵講演「これからの働き方と労働行政」
講師　厚生労働省 福岡労働局長　小野寺 徳子 氏

⑶懇親会（立食形式・無料）

【お申込み】次の１．～３．のいずれかの方法でお申込みください。

１．右のQRコードを読み取り、「お申込み画面」にご入力ください。

２．福岡県経営者協会のホームページを開き、「新着情報」の
「会員懇談会のご案内」をクリックしてご案内ページにアク
セス。「お申込みはこちらへ」をクリックして「お申込み画面」にご入力くだ
さい。

３．メールにて、①御社名、②出席者の部署名・お役職・ご氏名、③講演会の
出欠、④懇親会の出欠、についてお知らせください。


